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給与階級 2005年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
100万円以下 16.7 16.6 16.7 17.7 15.9 17.1 16.8 18.6 
200万円以下 26.1 27.1 27.0 27.2 26.8 26.1 26.7 26.1 
300万円以下 22.7 22.3 22.7 22.8 23.5 22.9 22.4 21.8 
400万円以下 16.1 15.6 15.3 15.2 15.9 16.0 16.1 15.6 
500万円以下 8.7 8.8 8.5 8.2 8.8 8.6 8.6 8.9 
600万円以下 4.5 4.4 4.4 4.2 4.4 4.5 4.5 4.8 
700万円以下 2.0 2.1 2.1 1.8 2.0 2.0 2.0 2.2 
800万円以下 1.2 1.1 1.2 1.1 1.0 1.1 1.1 1.2 
900万円以下 0.6 0.6 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7 
1,000万円以下 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.4 0.4 
1,500万円以下 0.6 0.6 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7 
2,000万円以下 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 





給与階級 2005年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
100万円以下 2.5 2.7 2.9 3.1 2.6 2.9 3.2 3.2 
200万円以下 6.4 6.8 7.1 7.9 7.2 7.2 7.6 7.5 
300万円以下 11.5 11.8 12.3 14.1 13.6 13.8 13.5 13.4 
400万円以下 17.8 17.4 18.0 20.0 19.5 19.9 19.2 18.7 
500万円以下 17.6 17.1 17.2 17.3 18.0 17.7 17.4 17.1 
600万円以下 13.5 13.0 12.8 12.2 12.7 12.4 12.7 13.0 
700万円以下 9.1 9.2 8.8 7.9 8.2 8.1 8.2 8.4 
800万円以下 6.8 6.7 6.4 5.5 5.9 5.7 5.9 6.0 
900万円以下 4.5 4.6 4.4 3.8 3.8 3.8 3.8 4.0 
1,000万円以下 3.1 3.0 2.9 2.4 2.5 2.4 2.6 2.5 
1,500万円以下 5.4 5.8 5.5 4.4 4.4 4.5 4.3 4.5 
2,000万円以下 1.1 1.2 1.2 0.9 0.9 0.9 0.9 1.0 





給与階級 2005年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
300万円以下 65.5 66.0 66.4 67.7 66.2 66.1 65.9 66.5 
301万円-600万円 29.3 28.8 28.2 27.6 29.1 29.1 29.2 29.3 
601万－1000万円 4.2 4.2 4.4 3.9 3.9 4.0 4.1 4.5 
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表 4　給与階級別給与所得者構成比の推移2（男性）
給与階級 2005年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
300万円以下 20.4 21.3 22.3 25.1 23.4 23.9 24.3 24.1 
301万円-600万円 48.9 47.5 48.0 49.5 50.2 50.0 49.3 48.8 
601万－1000万円 23.5 23.5 22.5 19.6 20.4 20.0 20.5 20.9 





正規の職員・従業員 パート・アルバイト 派遣・契約・嘱託他 正規の職員・従業員 パート・アルバイト 派遣・契約・嘱託他
昭和60 68.1 28.4 3.5 92.8 3.2 4.0
平成元 64.1 32.5 3.4 91.4 4.6 4.0
平成 4 61.9 34.5 3.7 91.1 5.0 3.8
平成 7 61.0 35.3 3.7 91.2 5.2 3.6
平成10 57.3 38.9 3.8 89.7 6.6 3.7
平成13 52.3 42.7 5.0 87.5 8.9 3.6
平成16 48.4 40.4 11.2 83.8 8.3 8.0
平成19 46.6 40.6 12.8 81.8 8.6 9.6
平成21 46.7 40.3 12.9 81.7 8.7 9.6
平成22 46.2 41.2 12.6 81.1 9.1 9.8
平成23 45.3 42.1 12.6 80.1 9.7 10.2
平成24 45.5 42.4 12.2 80.3 9.5 10.3































総数 100.0 2.42 
親族のみ世帯 66.7 3.11 
　核家族 56.4 2.87 
　　夫婦のみ 19.8 2.00 
　　夫婦と子供 27.9 3.63 
　　男親と子ども 1.3 2.31 
　　女親と子ども 7.9 2.39 
　核家族以外の世帯 10.3 4.45 
　　夫婦と両親 0.4 4.00 
　　夫婦とひとり親 1.4 3.00 
　　夫婦，子供と両親 1.8 5.91 
　　夫婦，子供とひとり親 2.9 4.68 
　　夫婦と他の親族 0.2 3.24 
　　夫婦，子供と他の親族 0.8 4.68 
　　夫婦，親と他の親族 0.2 5.38 
　　夫婦，子供，親と他の親族 0.7 6.78 
　　兄弟姉妹のみ 0.6 2.09 
　　他に分類されない世帯 1.1 3.38 
非親族を含む世帯 0.9 2.54 
単独世帯 32.4 1.00 
（参考） 3世代世帯 7.1 5.09 
＊平成22年度国勢調査最終報告書「日本の人口・世帯」p281より作成
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建設業 2.6 11.9 
製造業 11.5 20.1 
運輸業・郵便業 2.3 7.7 
卸売業・小売業 19.7 14.3 
宿泊業・飲食サービス業 8.7 4.0 
医療・福祉 20.0 4.8 
サービス業 7.1 7.5 





管理的職業従事者 0.6 3.5 
専門的・技術的職業従事者 17.2 15.0 
事務従事者 27.2 13.9 
販売従事者 13.7 13.6 
サービス職業従事者 19.5 7.0 
保安職業従事者 0.3 3.3 
農林漁業従事者 3.1 4.0 
生産工程従事者 9.6 17.7 
輸送・機械運転従事者 0.2 6.1 
建設・採掘従事者 0.2 8.2 
運搬・清掃・包装従事者 7.1 6.5 


























































業　　　　　　　種 平均給料，手当 平均賞与 平均給与
宿泊業・飲食サービス業 220万円 13万円 233万円
農林水産・鉱業 254万円 35万円 289万円
サービス業 302万円 37万円 339万円
卸売業・小売業 314万円 46万円 360万円
医療・福祉 333万円 54万円 387万円
不動産業・物品賃貸業 367万円 39万円 406万円
複合サービス業 328万円 85万円 412万円
運輸業・郵便業 361万円 53万円 414万円
建設業 401万円 50万円 451万円
製造業 389万円 87万円 476万円
学術研究，専門・技術サービス業，教育・学習支援業 405万円 93万円 498万円
情報通信業 484万円 108万円 592万円
金融業・保険業 475万円 142万円 617万円
電気・ガス・熱供給・水道業 579万円 117万円 696万円
平　　　　　　均 353万円 61万円 414万円
＊国税庁，2014年「平成25度分　民間給与実態調査」より作成。
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表10　業種別平均給与（2008年度）
業　　　　　　　種 平均給料，手当 平均賞与 平均給与
宿泊業・飲食サービス業 235万円 15万円 250万円
農林水産・鉱業 278万円 33万円 310万円
サービス業 306万円 33万円 338万円
卸売業・小売業 328万円 51万円 378万円
医療・福祉 342万円 58万円 400万円
不動産業・物品賃貸業 336万円 41万円 377万円
複合サービス業 325万円 84万円 409万円
運輸業・郵便業 376万円 54万円 430万円
建設業 403万円 41万円 444万円
製造業 402万円 94万円 495万円
学術研究，専門・技術サービス業，教育・学習支援業 423万円 92万円 515万円
情報通信業 498万円 118万円 616万円
金融業・保険業 501万円 148万円 649万円
電気・ガス・熱供給・水道業 524万円 152万円 675万円






















宿泊業・飲食サービス業 30.5 24.7 18.0 12.0 7.0 3.7 1.5 0.9 1.5 
農林水産・鉱業 12.0 31.1 22.1 14.8 7.7 5.0 2.5 2.1 2.4 
サービス業 12.8 19.5 22.0 16.5 11.3 6.9 4.1 2.4 4.4 
卸売業・小売業 14.4 19.9 16.1 15.4 12.4 8.1 5.0 3.1 5.7 
医療・福祉 7.5 15.5 22.0 22.7 13.9 7.9 3.4 2.0 5.0 
不動産業・物品賃貸業 14.4 17.7 17.6 12.4 10.6 8.0 4.9 4.2 10.2 
複合サービス事業 7.0 15.1 14.6 16.0 13.6 12.9 9.2 5.2 7.3 
運輸業・郵便業 4.1 11.5 17.5 23.3 17.5 10.3 6.0 3.7 6.1 
建設業 4.0 9.7 16.0 20.2 18.2 12.5 6.6 4.6 8.3 
製造業 4.3 11.4 13.9 17.1 15.3 12.3 8.2 6.0 11.5 
学術研究，専門・技術サー
ビス業，教育・学習支援業
5.9 12.0 13.9 14.7 13.4 10.6 7.3 6.4 15.9 
情報通信業 1.3 4.5 8.6 14.9 16.3 15.8 11.7 8.3 18.6 
金融業・保険業 4.0 7.1 8.9 14.1 14.5 11.8 8.5 7.1 24.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 0.2 0.9 4.1 12.1 12.5 11.7 12.0 11.0 35.4 











































宿泊業・飲食サービス業 24.8 27.1 18.1 12.8 8.0 4.2 2.0 1.4 1.8 
農林水産・鉱業 11.8 34.5 23.2 11.1 6.4 4.1 2.1 1.7 5.1 
サービス業 10.5 19.2 24.7 18.4 10.8 6.1 3.6 2.4 4.3 
卸売業・小売業 14.0 18.8 15.6 15.0 12.3 8.4 5.3 3.6 7.0 
医療・福祉 6.7 16.3 21.7 21.3 13.8 8.1 3.9 2.2 6.1 
不動産業・物品賃貸業 14.9 20.2 17.1 14.4 10.7 7.4 4.1 2.8 8.5 
複合サービス事業 7.7 13.8 14.8 17.4 14.4 11.7 8.1 5.6 6.6 
運輸業・郵便業 3.5 9.0 16.3 24.7 19.2 11.3 5.7 3.8 6.5 
建設業 3.4 11.4 16.8 20.6 17.5 11.4 6.2 4.1 8.5 
製造業 4.5 11.4 13.2 15.4 15.2 11.7 8.5 6.4 13.7 
学術研究，専門・技術サー
ビス業，教育・学習支援業
4.7 10.5 13.4 16.3 14.0 11.1 8.4 5.8 15.7 
情報通信業 1.9 4.8 7.8 13.3 15.6 14.8 11.5 8.8 21.6 
金融業・保険業 3.4 7.8 8.7 12.5 14.1 10.3 8.5 6.7 28.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1.3 3.8 5.3 9.8 12.1 10.9 13.2 11.6 32.0 
　　　　平　　　　　　均 8.4 14.9 16.4 16.9 13.7 9.5 6.1 4.3 9.7 
＊国税庁，2009年「平成20度分　民間給与実態調査」より作成。
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職は経済のサービス化が進行する現在において成長分野であるとされるが，多くの非正規
雇用によって支えられる産業領域であるため，その平均給与は低く抑えられている。
以上を概観した時，男女間での業種および職種の固定化と序列化という，労働における
ジェンダーの再構築が見られる。すなわち，モダンにおける男女間の内外分業から，ポス
トモダンにおける外部労働内での固定的性別役割分業である。内外分業およびそれに付随
する価値観（女性はケア，男性は経済など）を肯定的に見るモダン的価値を維持したまま
の移行であるために，労働市場における職種の分断と，再度の序列化が見られるのである。
5 ．おわりに
冒頭で示した24歳女性・愛さんが選択した仕事は，有名観光スポットのインフォー
メーションで観光客の接客をするというものであった。いわゆる観光労働であるが，こ
こで言うサービス産業に分類されるものである。皮肉なことであるが，夢を追った結果
として，サービス産業を支える安価な労働力として組み込まれることになったのである。
そこで最後に，観光産業のような業種，接客のような職種が，なぜ安価な労働力に
よって担われることになるのか，その構造についての考察を加えておきたい。
製造業においては人件費コストを抑えることが利潤を大きくする上で重要であり，その
ため企業が人件費コストの安い海外に生産拠点を移していくことはよく知られている。多
くの日本企業も日本での製造が割に合わなくなった1980年代後半頃から，まずは中国へ，
さらにはタイ，ベトナム等の東南アジアへ製造拠点を移していった。これが日本における，
いわゆる脱工業化と呼ばれる現象であった。経済のサービス化は，この脱工業化を背景に
起こってくる。飲食業，ホテル，テーマパーク等の娯楽施設や観光地での種々の接客は，
サービスを生産するものである。言い換えると，サービスの生産と消費という新領域を生
成することにより利潤をあげていくことが，経済のサービス化の意味するところでもある。
ものを製造するにはそれに携わる大量の労働者が必要であり，その人件費コストが製造業
企業の生産拠点移転の大きな理由であった。同様に，接客を中心としたサービスの生産に
おいても，新たな人材が必要となってくる。その際に，当然のことであるが，サービスの
生産もコストが高くなっては，利益を上げることができなくなる。しかし，このサービス
の生産においては，生産拠点の移動は不可能である。そこで，日本国内において，より安
価な労働力を確保し続ける必要が出てくる。現在，大量の女性たちがサービス生産の担い
手として，サービス業およびサービス職に吸収されているのは，その結果なのである8）。
ところで，観光地，テーマパークあるいはホテルなどは，「演出された空間」である。
8）サービスの生産においては，生産拠点の移動は不可能であるが，労働力の移動は可能で
ある。このため安い労働力として移民労働を用いる国や地域も少なくない。
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そこを特別な空間として構想し，演出する（整備する，あるいはそれらしく飾り付ける）
ことで成り立つ。観光客や宿泊客の接客に当たる労働者（サービスの生産者）は，この空
間を舞台として完成させるためにはめ込まれたパーツ，あるいは俳優である。ディズニー
ランドのアルバイトスタッフがキャストと呼ばれることはよく知られているが，観光地で
あれ，ホテルであれ，現在は多かれ少なかれ，この方式の上に成り立っている。そこでは，
二つのタイプの観光業従事者が生まれる。一つは空間の演出を構想し，管理する者であり，
もう一つは空間内部のパーツとして組み込まれ，サービスを生産する（おもてなしする）
ものである。空間の演出者，管理者は当然，十分な給与で報いられる者である。しかし，
サービスの生産者はそのようにはいかない。それにもかかわらず，サービスの生産者は演
出の舞台に溶け込む舞台俳優，あるいは女優のようでもあるため，その華やかさは時には
憧れの対象となる。だが，当然のことながら，空間のパーツとなるサービスの生産者は大
量に必要であり，そのためコストが安いことが求められる。そのことが，憧れの職業とし
ての観光と，現実には賃金が安すぎる職業としての観光というギャップを生みだしている。
24歳女性・愛さんの経験は，まさにこのようなものであっただろう。
まとめると，現在の日本政府，あるいは日本のおかれた経済状況そのものが，女性に
対し安価なサービス労働者になることを求めており，その文脈の中で労働市場において
新たな固定的性別役割分業が作り出されている。その一方で，近代家族の解体によって，
女性は父や夫の家族のもとに生活の安定が保証される存在ではなくなっている。このこ
とが若年女性の貧困化の背景となっている。愛さんのケースはこの現状を，大いに可視
化させてくれるものであろう。
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